
特許実施許諾契約書
国立研究開発法人森林研究・整備機構（以下「甲」という。）と○○株式会社（以下「乙」という。）は、甲の保有する特許第○○○○○○号を乙に実施許諾するにあたり、以下のとおり契約を締結する。

（実施の許諾）

第１条
甲は、乙に対し次の特許（以下「本特許」という。）について通常実施権を許諾する。

発明の名称
「○○○○○○○○○○○○○○」

登録番号
特許第○○○○○○号

特許権者
国立研究開発法人森林研究・整備機構
２　乙は、甲の書面による事前の承諾を得なければ、第三者に対して再実施権を許諾することができない。
（実施許諾の範囲）

第２条
本契約における乙の実施の範囲は、次のとおりとする。

期間　本契約締結日から本特許の権利が消滅した日までとする。

内容　本特許を実施して得られた「○○○○○○」（以下「本製品」という）の製造及び
販売

（実施料）
第３条　乙は、実施料として、本製品の単位あたりの販売価格（梱包費、運送費、保険料、消費税、その他の取引諸税を除く。）に本製品の販売総量を乗じた金額の〇パーセントを支払うものとする。
（実施の報告）

第４条
乙は、本契約の有効期間中、毎年３月末日をもって当該事業年度の本製品の販売数量及び販売価格並びに前条の規定に基づき算出された実施料額を様式１により毎年３月末日から１か月以内に甲に報告しなければならない。

２　前項の報告は、本製品の販売がなかったときも行うものとする。

（実施料の請求及び支払い）

第５条
甲は、前条により乙から報告書を受領したときは、報告内容を確認したうえ第４条に規定する実施料及びそれに対する消費税相当額（以下「実施料等」という）を乙に請求するものとし、乙は、前項の実施料等を甲の請求書の送付日の翌日から起算して３０日以内に支払うものとする。但し、支払い手続に要する費用は、乙が負担するものとする。

２　乙は、前項の納付期限までに対価等を納付しないときは、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額に遅延金（法定利息）を甲に対し納付しなければならない。

（実施料等の不返還）

第６条　甲は、乙から支払われた実施料等を、いかなる理由による場合でも返還しない。

（関係帳簿の閲覧）

第７条
乙は、本契約締結後速やかに、本製品の販売先、販売数量及び販売価格を含む必要事項を記載するための帳簿を備え、本特許を実施したときは、この帳簿に必要事項を記載するものとし、甲は、随時これを閲覧できるものとし、乙は、帳簿を本契約の契約期間中及び契約期間終了後３年間保管するものとする。
（秘密保持）

第８条　甲及び乙は、本契約の契約期間中及び契約期間終了後３年間、本契約に関して知り得た相手方の情報を、相手方の事前の書面による承諾なしに、第三者に開示、漏洩してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当することを証明できる情報は秘密保持の対象から除外する。
（１）開示を受けた際、既に自ら所有し、または第三者から入手していたもの。
（２）開示を受けた際、既に公知又は公用であったもの。
（３）開示を受けた後、甲乙それぞれの責によらないで公知又は公用となったもの。
（４）開示を受けた後、正当な権限を有する第三者から、秘密保持の義務を負うことなく入手したもの。
（５）裁判所その他法律の規定に基づき、公的機関から正当にその開示が命令されたもの。
（免責）

第９条　甲は、本契約に基づく本製品の製造・販売から生ずる乙のいかなる損害についても法律上及び契約上一切責任を負わない。

（不保証）

第１０条　甲は、本特許について無効事由が存在しないことを保証しない。
（第三者に対する権利侵害）

第１１条　甲は、乙が本製品について第三者の権利を侵害するに至ったときにおいても、その侵害についての責任を一切負わないものとする。
（権利義務の譲渡）

第１２条　甲及び乙は、事前に当該相手方の書面による承諾を得ることなしに、本契約又は本契約で定められている権利若しくは義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、承継させ又は担保に供してはならない。

（実施権の移転）

第１３条　乙は、一般承継その他により本特許の実施権の移転その他の変更をもたらす行為をしようとするときは、事前に甲の承諾を得なければならない。
（特許表示）

第１４条　乙は、本製品の製品カタログ等に本特許の特許表示を付すように努めるものとする。

（侵害の排除）

第１５条　甲及び乙は、本特許に関し、第三者の侵害又は侵害のおそれのある行為を発見したときは、直ちに互いに通知し、協力して対処するものとする。
（解約）

第１６条　甲又は乙が、本契約に違反した場合、その是正を催告し、催告後３０日以内に相手方が当該違反を是正しないときは、書面による通知をもって解約することができる。また、相手方において支払不能の事態が生じた場合又は破産宣告、民事再生手続開始決定、会社更生手続開始決定、会社整理開始命令、特別清算開始命令がされた場合には、直ちに本契約を解約することができる。
２　甲は、乙が本特許の有効性を争ったときは、本契約を解約することができる。

（契約期間）

第１７条　本契約の期間は、本契約の締結日から第２条に規定する期間の満了日までとする。
（損害賠償）

第１８条　甲及び乙は、本契約に関して契約当事者に損害を与えたときは、本契約に免責等を明示して定める場合を除き、契約当事者に生じた通常かつ直接の損害を賠償する義務を負うものとする。
（裁判管轄）

第１９条　本契約に関する訴訟については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（存続条項）

第２０条　本契約が終了した場合（終了理由の如何を問わない）でも、第６条、第９条、第１０条、第１１条、第１８条、第１９条の定めは有効に存続するものとする。

２　本契約が終了した場合（終了理由の如何を問わない）でも、本契約上で有効期限を明示して定める条項は、当該有効期限まで有効に存続するものとする。

（協議事項）

第２1条　本契約に定めのない事項並びに本契約に疑義が生じたときは、甲及び乙が協議して決定するものとする。
　本契約締結の証として、本契約書２通を作成し、甲及び乙は、それぞれ記名押印の上、各１通を保有する。


年
月
日

（甲）　茨城県つくば市松の里１
国立研究開発法人森林研究・整備機構

　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　○○　○○

　　
（乙）

　　
様式１
実施実績報告書
年　　月　　日
国立研究開発法人森林研究・整備機構
　理事長　　　殿
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住所








氏名
特許実施許諾契約書第４条に基づき、下記のとおり実施実績を報告いたします。
記

1． 案 件 名 称 ：
2． 関連特許番号：
3． 報 告 期 間 ：
　　　　　年　　月　　日～
　　年　　月　　日
4． 実 施 実 績 ：
1 販 売 実 績
	型式
	販売数量
	総販売額
	控除金額
	正味販売価格
	料率
	実施料

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合 計
	
	
	
	
	
	(実施料総額)


2 消費税等相当額[(実施料総額)×0.1]




円
3 支払い総額[(実施料総額)＋②]




円
以　　上

